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株 主 各 位
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株式会社ラクス
代表取締役社長　中　村　崇　則

第 18 期 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第18期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申しあ

げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記

の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30

年６月21日（木曜日）18時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成30年６月22日（金曜日）午前10時

２．場 所 大阪市北区梅田三丁目４番５号　毎日インテシオ４階　Ｄ会議室

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第18期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並び

に会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第18期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

　第２号議案 取締役４名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し

あげます。

◎なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項

をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス https://www.rakus.co.jp）に掲載させていただきます。
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〔提供書面〕
事 業 報 告

（ 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで ）

１．企業集団の現況

（１）当事業年度の事業の状況

①事業の経過及び成果

  当連結会計年度における我が国経済は、不安定な国際情勢から先行きへの不透明感があるものの、企

業業績が堅調に推移する等、緩やかな景気拡大基調が継続しております。

  当社グループが属する情報通信サービス市場におきましては、人手不足や働き方改革を背景に、業務

効率化を目的とした企業のIT投資意欲が旺盛に推移しております。

  このような経営環境の中、当社グループは「高収益な複数サービスが生み出すキャッシュを成長サー

ビスに集中投下」を掲げ、成長加速を実現するための投資の強化に取り組みました。

  具体的には、当社の成長を牽引しているクラウド経費精算システム「楽楽精算」の導入社数拡大によ

る売上高の増加を目的とした、営業人員の増強とマーケティングの強化に加え、販売代理店経由の受注

拡大に向けた活動にも注力してまいりました。更に、「メールディーラー」をはじめとした主要なクラ

ウドサービスについても、安定的な売上高成長を通じた利益貢献を目的として拡販活動に取り組んだ

他、クラウドメール配信システム市場でのシェア拡大を目的に、「配配メール」の競合サービスであ

り、補完関係にあるブレインメール株式会社（現：株式会社ラクスライトクラウド）を子会社化いたし

ました。

  以上の取り組みの結果、当連結会計年度の売上高は6,408,873千円（前連結会計年度比29.9％増）、

営業利益は1,241,074千円（前連結会計年度比27.2％増）、経常利益は1,247,916千円（前連結会計年度

比28.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は874,981千円（前連結会計年度比19.6％増）となり

ました。
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当連結会計年度における事業別の状況は次のとおりです。

（クラウド事業）

  クラウド事業は、受注の拡大を目的に営業人員の増員に取り組んだ他、マーケティングの強化や販

売代理店の開拓を通じた効率的な営業活動の強化に加え、既存サービスの競争力強化を目的とした継

続的な機能改善にも取り組みました。以上の結果、売上高は4,748,192千円（前連結会計年度比36.0％

増）、営業利益は1,106,271千円（前連結会計年度比32.5％増）となりました。

（IT人材事業）

  IT人材事業は、慢性的なエンジニア不足を背景に、単価が引続き高水準で推移したことに加え、稼

働人員数も順調に増加しましたが、今後のニーズを見据えたインフラエンジニアの育成及び派遣への

取り組みや、オフィス移転による賃料の増加の影響で原価が上昇いたしました。以上の結果、売上高

1,660,681千円（前連結会計年度比15.2％増）、営業利益は134,803千円（前連結会計年度比4.2％減）

となりました。

事業区分別

第17期 第18期(当連結会計年度)
前連結会計年度比

増減率

(％)

平成28年４月１日から

平成29年３月31日まで

平成29年４月１日から

平成30年３月31日まで

売上高(千円) 構成比(％) 売上高(千円) 構成比(％)

クラウド事業 3,491,002 70.8 4,748,192 74.1 36.0

IT人材事業 1,441,366 29.2 1,660,681 25.9 15.2

合　　計 4,932,368 100.0 6,408,873 100.0 29.9

②設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資の総額は163,790千円であり、主なものは、東京本社移転に伴う建

物及び構築物、クラウド事業に係るサーバー機器等の取得による工具、器具及び備品であります。

（注）有形固定資産、無形固定資産（のれん及び顧客関連資産を除く）への投資であります。

③資金調達の状況

　該当事項はありません。

④他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　当社は平成30年２月１日を効力発生日として、ブレインメール株式会社の株式を取得し、完全子会社

といたしました。なお、平成30年４月１日付で、ブレインメール株式会社は株式会社ラクスライトクラ

ウドに商号を変更しております。
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　（２）直前３事業年度の財産及び損益の状況

①企業集団の財産及び損益の状況

区　　分
第15期

(平成27年３月期)

第16期

(平成28年３月期)

第17期

(平成29年３月期)

第18期

(当連結会計年度)

(平成30年３月期)

売　 上 　高（千円） 3,413,690 4,077,192 4,932,368 6,408,873

経　常　利　益（千円） 447,937 776,788 972,990 1,247,916

親会社株主に帰属する

当期純利益（千円）
378,638 526,211 731,585 874,981

１株当たり当期純利益（円) 8.71 11.95 16.15 19.31

総   資   産（千円） 1,889,256 3,107,817 3,821,117 5,276,995

純   資   産（千円） 1,307,887 2,247,600 2,923,300 3,706,874

（注）１．当社は、第16期より連結計算書類を作成しております。なお、第15期につきましては「連結

財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に基づいて

連結財務諸表を作成しておりますので、参考までに当該数値を記載しております。

２．当社は、平成28年10月１日付及び平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割

を行っておりますが、第15期の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり

当期純利益を算定しております。

②当社の財産及び損益の状況

区　　分
第15期

(平成27年３月期)

第16期

(平成28年３月期)

第17期

(平成29年３月期)

第18期

(当事業年度)

(平成30年３月期)

売　 上 　高（千円） 3,410,846 4,077,192 4,932,368 6,303,898

経　常　利　益（千円） 555,770 768,488 965,529 1,254,436

当 期 純 利 益（千円） 354,876 517,911 724,124 894,464

１株当たり当期純利益（円) 8.16 11.76 15.98 19.74

総   資   産（千円） 1,894,966 3,111,456 3,817,277 5,008,481

純   資   産（千円） 1,311,914 2,248,359 2,917,608 3,724,286

（注）当社は、平成28年10月１日付及び平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行

っておりますが、第15期の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり当期純利

益を算定しております。
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（３）重要な子会社の状況

会社名 資本金
当社の

議決権比率
事業内容

RAKUS Vietnam Co., Ltd. US$500,000 100％ クラウドサービスの受託開発

ブレインメール株式会社 18百万円 100％
クラウド型ソフトウエアサー
ビスの提供

株式会社ラクスパートナーズ 20百万円 100％ ITエンジニア派遣

（注）１．平成30年２月１日を効力発生日として、ブレインメール株式会社の全株式を取得し、同社を

連結子会社といたしました。平成30年４月１日付で、ブレインメール株式会社は株式会社ラ

クスライトクラウドに商号を変更しております。

２．平成30年３月１日に子会社である株式会社ラクスパートナーズを新設いたしました。

３．当事業年度の末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

特定完全子会社の名称 ブレインメール株式会社

特定完全子会社の住所 東京都渋谷区千駄ヶ谷５丁目27番11号

当社及び当社の完全子会社における特定
完全子会社の株式の帳簿価額の合計額

1,536,758千円

当社の総資産額 5,008,481千円

（４）対処すべき課題

　インターネットは経済活動を支えるインフラとして不可欠なものとなっており、当社グループが提供し

ているクラウドサービス及びITエンジニア派遣サービスは今後も需要が拡大するものと予測されますが、

競合他社との競争は厳しさを増すものと認識しております。

当社グループの更なる成長を実現するため、対処すべき課題は以下のとおりであります。

①成長サービスへの集中・強化

　クラウドサービス市場は、社会の認知度の向上に伴い今後も規模が拡大すると予測されております

が、一方で新規参入、サービスの飽和、価格の下落が進むものと考えております。

　当社グループは今後も継続的に事業を拡大するため経営資源を成長サービスに集中させそれぞれの

分野において一定の市場シェアを獲得することで収益の拡大に努めてまいります。
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②認知度の向上

　当社グループはこれまでインターネットや雑誌への広告の掲載、展示会への出展を通じて顧客を獲得

してまいりました。提供する各サービスの顧客の拡大、企業価値の向上を実現するには当社及びサービ

ス名の認知度の向上が不可欠であると考えております。

　今後は費用対効果を見極めながらインターネットや雑誌、展示会以外のマスメディアも活用し更なる

認知度の向上に努めてまいります。

③営業力の強化

　クラウド事業では、東京・大阪・名古屋・福岡の４拠点で営業活動を行っており、今後も既存顧客及

び新規顧客の期待に応えるために営業人員を増員し営業力を強化するとともにパートナー企業との連

携を強化することにより販路の拡大も図ってまいります。

　また、既存顧客に対しても、当社グループの他のサービスを追加で提案していく販売アプローチを進

め収益機会の最大化に努めてまいります。

　IT人材事業は、派遣先での業務を通じてITエンジニアのキャリアアップを行い提供するサービスの付

加価値化を行う事業であり、多くの案件を常に確保しITエンジニアの成長の機会を提供することが不可

欠であります。そのため営業担当者が顧客のニーズを引き出し最適なマッチングを行うことで継続的

な案件確保に努めてまいります。

④開発力の強化

　クラウドサービス市場においてサービスの機能優位性及び販売価格を維持していくためには機能の

改善・追加をスピーディーかつ継続的に実施していく必要があります。

　当社グループでは、従来の国内開発に加え、オフショア開発の導入、ベトナムに開発拠点を設立する

等開発リソースの確保に注力してまいりました。今後も国内外を問わず開発力の強化に努めてまいり

ます。

⑤マーケティングの強化

　現在クラウド事業において行っているマーケティング戦略は、時間とともに陳腐化する可能性があり

ます。そのため新たなマーケティング手法を取り入れ、得られたデータを分析し販売力の強化に努めて

まいります。

⑥人材の確保

　当社グループの成長のためには優秀な人材を数多く確保することが不可欠であります。そのため積

極的な採用活動を継続することはもちろんのこと、労働市場において知名度の向上を図り採用力の向上

に努めてまいります。
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⑦システムの安定性の確保

　当社グループは、インターネット上で顧客にサービスを提供しており、システムの安定稼働の確保は

必要不可欠であります。安定してサービスを提供していくため顧客の増加に合わせたサーバーの増設

等の設備投資を継続的に行い、システムの安定性の確保に努めてまいります。

（５）主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

事業区分 主要な事業内容

ク ラ ウ ド 事 業 クラウドサービスに係る開発、販売、サポート

I T 人 材 事 業 ITエンジニアの派遣

（６）主要な営業所（平成30年３月31日現在）

①当社の主要な営業所

大阪本店 　大阪市北区

東京本社 　東京都渋谷区

②子会社

RAKUS Vietnam Co., Ltd. 　ベトナム国ホーチミン市

ブレインメール株式会社 　東京都渋谷区

株式会社ラクスパートナーズ　東京都渋谷区

　　　（注）平成30年４月１日付で、ブレインメール株式会社は株式会社ラクスライトクラウドに商号を変更し

　　　　　　ております。
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（７）使用人の状況（平成30年３月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

事業区分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

ク ラ ウ ド 事 業 280（51）名 62名増（18名増）

I T 人 材 事 業 254 （1）名 37名増 （　-　）

全 社 （ 共 通 ） 27 （5）名 10名増 （1名減）

合 計 561（57）名 109名増（17名増）

（注）１．使用人数は就業員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社

グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（契約社員、パート及び人材会社から

の派遣社員）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載している使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属し

ているものであります。

②当社の使用人の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

526（57）名 112名増（17名増） 30歳11ヵ月 ３年４ヵ月

（注）使用人数は就業員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であ

り、臨時雇用者数（契約社員、パート及び人材会社からの派遣社員）は（　）内に年間の平均人

員を外数で記載しております。

（８）主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）

借入金の金額に重要性がないため、記載を省略しております。

（９）その他企業集団の現況に関する重要な事項

　当社は、平成30年２月14日開催の取締役会において、当社のＸｃａｒｔ、Ｘｆｏｒｍ、レンタルサーバ

ーの各事業を会社分割（簡易・略式吸収分割）し、連結子会社であるブレインメール株式会社に承継する

ことを決議し、平成30年４月１日に実施いたしました。

　当社は、平成30年４月13日開催の取締役会において、当社のIT人材事業を会社分割（簡易・略式吸収分

割）し、連結子会社である株式会社ラクスパートナーズに承継することを決議いたしました。

　なお、これらの会社分割に関する詳細は計算書類の個別注記表の「重要な後発事象に関する注記」に記

載の通りです。
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２．会社の現況

（１）株式の状況（平成30年３月31日現在）

①発行可能株式総数         40,000,000株

②発行済株式の総数         22,652,000株

③株主数                        3,932名

④大株主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率

中 村 崇 則 8,156,500株 36.0%

松 嶋 祥 文 1,480,000株  6.5%

井 上 英 輔 1,130,000株  5.0%

本 　 松 　 慎 一 郎 1,100,000株  4.9%

浅 　 野 　 史 　 彦 1,010,000株  4.5%

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社

893,400株  3.9%

日本トラスティ・サービス
信 託 銀 行 株 式 会 社

729,500株  3.2%

小 川 典 嗣 577,600株  2.5%

ラ ク ス 従 業 員 持 株 会 534,500株  2.4%

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 429,600株  1.9%

（注）１．持株比率は自己株式（128株）を控除して計算しております。

　　　２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び

野村信託銀行株式会社の所有株式数はすべて、信託業務にかかる株式数であります。

⑤その他株式に関する重要な事項

  当社は、平成30年３月２日開催の取締役会決議において、平成30年４月１日付で普通株式１株を２株

に株式分割することを決議し、当社定款を変更いたしました。これにより、発行可能株式総数は

80,000,000株に、発行済株式の総数は45,304,000株となりました。なお、資本金の額の変更はありませ

ん。

  当該株式分割は、平成30年４月1日を効力発生日としておりますので、本事項は株式分割前の株式数を

基準としております。

（２）新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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（３）会社役員の状況

①取締役及び監査役の状況

（平成30年３月31日現在）

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 中村　崇則

RAKUS Vietnam Co., Ltd. Chairman
ブレインメール株式会社　取締役
株式会社ラクスパートナーズ　取締役
株式会社アール・アンド・エー・シー　取締役

取締役 井上　英輔
クラウド事業本部長
RAKUS Vietnam Co., Ltd. Director

取締役 松嶋　祥文 経営戦略本部長

取締役 浅野　史彦
技術本部長
ブレインメール株式会社　代表取締役

取締役 荻田　健治 アンテロープ合同会社　代表社員

常勤監査役 野島　俊宏 RAKUS Vietnam Co., Ltd. Auditor

監査役 松岡　宏治
松岡会計事務所　代表　公認会計士・税理士
株式会社ハウスフリーダム　社外監査役

監査役 阿部　夏朗
株式会社Y's&partners　代表取締役
株式会社アスラポート・ダイニング　社外監査役

（注）１．取締役　荻田健治氏は社外取締役であります。

２．監査役　松岡宏治氏及び監査役　阿部夏朗氏は社外監査役であります。

３．常勤監査役　野島俊宏氏及び監査役　松岡宏治氏は以下のとおり、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有しております。

・常勤監査役　野島俊宏氏は、長年にわたり当社の取締役経理財務部長として、経理財務業

務に携わってきた経験があります。

・監査役　松岡宏治氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しております。

４．監査役　阿部夏朗氏は、経営者として幅広い知識と豊富な経験があります。
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５．当事業年度中の取締役の地位、担当及び重要な兼職の異動は次のとおりであります。

氏　　名 異動前 異動後 異動年月日

中村　崇則

代表取締役社長
RAKUS Vietnam Co., 
Ltd. Chairman
株式会社アール・アンド・
エー・シー　取締役

代表取締役社長
RAKUS Vietnam Co., 
Ltd. Chairman
ブレインメール株式会社
取締役
株式会社アール・アンド・
エー・シー　取締役

平成30年２月１日

代表取締役社長
RAKUS Vietnam Co., 
Ltd. Chairman
ブレインメール株式会社
取締役
株式会社アール・アンド・
エー・シー　取締役

代表取締役社長
RAKUS Vietnam Co., 
Ltd. Chairman
ブレインメール株式会社
取締役
株式会社ラクスパートナ
ーズ　取締役
株式会社アール・アンド・
エー・シー　取締役

平成30年３月１日

浅野　史彦
取締役
技術本部長

取締役
技術本部長
ブレインメール株式会社
代表取締役

平成30年２月１日

６．当社は、取締役　荻田健治氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。

７．平成30年４月１日付で、ブレインメール株式会社は株式会社ラクスライトクラウドに商号を

変更しております。

②取締役及び監査役の報酬等の総額

区　　分 員　　数 報酬等の額

取　　締　　役
（うち社外取締役）

５名
（１名）

62,652千円
（1,200千円）

監　　査　　役
（うち社外監査役）

３名
（２名）

9,630千円
(3,000千円)

合　　　　　計
（うち社外役員）

８名
（３名）

72,282千円
(4,200千円)

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第７期定時株主総会において年額200,000

千円以内と決議いただいております。また、平成24年６月28日開催の第12期定時株主総会に

おいて、当社所定の基準に基づく社宅使用料を徴収したうえで、業務を執行する事業所等へ

通勤可能な社宅を提供するものとし、この場合に会社が負担する金銭に非ざる報酬の限度額

は、年額20,000千円以内とすることを決議いただいております。なお、上記の報酬等の額に

は、当事業年度中に発生した取締役４名の金銭に非ざる報酬額合計13,884千円は含まれて

おりません。

２．監査役の報酬限度額は、年額100,000千円以内と決議いただいております。
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③社外役員に関する事項

ａ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役　荻田健治氏は、アンテロープ合同会社の代表社員であります。当社と兼職先との間には

特別の関係はありません。

・監査役　松岡宏治氏は、松岡会計事務所の代表及び株式会社ハウスフリーダムの社外監査役であ

ります。当社と両兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役　阿部夏朗氏は、株式会社Y's&partnersの代表取締役及び株式会社アスラポート・ダイニ

ングの社外監査役であります。当社と両兼職先との間には特別の関係はありません。

ｂ．当事業年度における主な活動状況

活動状況

取締役　荻田健治

当事業年度に開催された取締役会25回の全てに出席いたしました。主

に経営者としての豊富な経験と高い見識に基づき、従来の枠組みにとら

われることのない視点から、当社の経営の監督と経営全般の助言・提言

を行っております。

監査役　松岡宏治

当事業年度に開催された取締役会25回、監査役会13回の全てに出席いた

しました。出席した取締役会及び監査役会において、主に財務・会計等

に関し、公認会計士及び税理士としての専門的見地から適宜発言を行っ

ております。

監査役　阿部夏朗

当事業年度に開催された取締役会25回のうち23回、監査役会13回のうち

11回に出席いたしました。出席した取締役会において、必要に応じ、主

に経営者としての豊富な経験と幅広い知識で、取締役会の意思決定の妥

当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、出席した

監査役会において、監査の方法その他の監査役の職務の執行に関する事

項について必要な発言を適宜行っております。

ｃ．責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とし

ております。

－ 12 －

4.会社役員の状況



（４）会計監査人の状況

①名称　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

②報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上

の利益の合計額
30,500千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算

出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等

の額について同意の判断をいたしました。

３．当社の重要な子会社である、RAKUS Vietnam Co., Ltd.は、当社の会計監査人以外の公認会

計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査

を受けております。

③非監査業務の内容

　当社は、有限責任 あずさ監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項以外の業務である財務・税

務デューデリジェンス業務等についての対価を支払っております。

④会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株

主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役

全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

　なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることを監査役会に請求し、監査役会

はその適否を判断したうえで、株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。
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（５）業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　当社は、「応える」「育成する」「改善する」「偽らない」「進化する」という５つの経営理念を実践

することを通じて社会の発展に貢献するとともに、企業価値の向上及び恒久的成長を実現するため、効率

的で適法な企業体制を作りあげます。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ａ．法令違反行為等に関する通報に対して適切な処理を行うため、「不祥事件対応及び内部通報規程」

を定める。通報者の秘密管理性を確保し、通報者が不利益を被らないよう厳格な措置を講じる。

ｂ．取締役会が取締役の職務執行を監督するために、取締役は、業務執行状況を定期的に取締役会に報

告するとともに、他の取締役の職務執行を相互に監視、監督する。

ｃ．取締役の職務執行状況は、「監査役監査基準」及び「監査計画」に従い、社外監査役を含む監査役

の監査を受ける。

ｄ．コンプライアンス意識の徹底・向上を図るための方策として、取締役及び従業員を対象とした、コ

ンプライアンスの基本や業務上必須な情報管理等に関するｅ－ラーニング及び研修会を実施し、継

続的な教育・普及活動を行う。

ｅ．取締役及び従業員が法令及び定款を遵守することはもとより、高い倫理観を持って事業活動を行う

企業風土を構築するため、「経営理念」に加え、「倫理規程」及び「コンプライアンス規程」を定

める。

ｆ．社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、関係機関との連携を含め

会社全体で毅然とした態度で臨むものとし、反社会的勢力とは一切の関係を遮断する。

ｇ．内部監査人は、法令、定款及び諸規程等に基づき適切な業務が行われているか監査を行う。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び「文書管理規程」を含む社内規程に従い、書面

（電磁的記録含む）により作成、保管、保存するとともに、取締役、監査役による閲覧、謄写に供す

る。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ．リスク管理の基本事項を定めた「リスク管理規程」に従い、各リスクについて網羅的、体系的な管

理を実施する。

ｂ．リスク情報等については、各部門責任者により取締役会に対して報告を行う。

ｃ．不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長の指揮下に対策本部を設置し、必要に応じて顧問

弁護士事務所等の外部専門機関とともに、迅速かつ的確な対応を行い、損失・被害等の拡大を最小

限にとどめる体制を整える。
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④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するため、「取締役会規則」を遵守し、月１回の

取締役会を開催するほか、必要に応じて適宜臨時取締役会を開催する。

ｂ．経営目標、中長期経営計画に基づく各部門の目標と責任を明確にするとともに、予算と実績の差異

分析を通じて所期の業績目標の達成を図る。

ｃ．意思決定の迅速化のため、「組織規程」「業務分掌規程」及び「職務権限規程」等の社内規程を整

備し、役割、権限、責任を明確にする。

ｄ．職務権限を越える案件については、主管部門の専門的意見を反映させたうえで、代表取締役社長及

び担当役員の合議により決裁する稟議制度を運営する。

⑤当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

ａ．子会社は、「関係会社管理規程」に定める協議承認事項・報告事項については、当社への報告、承

認を求めるとともに、定期的に業務進捗報告を実施し、経営管理情報・危機管理情報の共有を図り

ながら、業務執行体制の適正を確保する。

ｂ．子会社は、当社の内部監査室による定期的な内部監査の対象とし、監査の結果は当社の代表取締役

社長に報告を行う。

ｃ．子会社担当取締役は、子会社の損失の危険の発生を把握した場合、直ちにその内容、発生する損失

の程度及び当社に対する影響等について、当社の取締役会に報告を行う。

ｄ．グループ内における取締役及び従業員の法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制と

して、当社及び子会社にグループ内部通報窓口を設置し、体制の整備を行う。

ｅ．当社及び子会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との一切の関係を遮断する

とともに、反社会的勢力及び団体からの要求に対しては、毅然とした対応を行う。また、警察や関

係機関並びに弁護士等の専門機関と連携を図りながら、引き続き反社会的勢力を排除するための体

制の整備を推進する。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び

その使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに指示の実効性に関する事項

ａ．監査役会が必要とした場合、監査役の職務を補助するための監査役補助使用人を置くものとし、そ

の人選については監査役会との間で協議する。

ｂ．監査役補助使用人に対する指示の実効性を確保するため、必要な知識・能力を備えた補助使用人を

確保する。

ｃ．監査役補助使用人の取締役からの独立性を確保するため、監査役補助使用人は取締役の指揮、命令

を受けないものとし、当該期間中の任命、異動、評価、解任等については監査役会の同意を得る。
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⑦監査役への報告に関する体制

ａ．当社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制

イ．監査役は、取締役会の他、必要に応じて、一切の社内会議に出席する権限を有する。

ロ．監査役の要請に応じて、取締役及び使用人は、事業及び内部統制の状況等の報告を行い、内部監

査人は内部監査の結果を報告する。

ハ．取締役及び使用人は、重大な法令・定款違反及び不正行為の事実、又は会社に著しい損害を及ぼ

す恐れのある事実を知ったときには、速やかに監査役に報告する。

ｂ．子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当

社の監査役に報告するための体制

　当社の監査役の要請に応じて業務の執行状況の報告を行うとともに、当社及び子会社に著しい損

害を及ぼす恐れのある事項を発見したときは、直ちに当社の監査役へ報告する。

⑧前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保するための体

制

　監査役への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な扱いを行

うことを禁止し、「不祥事件対応及び内部通報規程」で定める通報者の保護に基づき、当該報告をした

者の保護を行う。

⑨監査役の職務執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役の職務執行について生ずる費用等の請求の手続きを定め、監査役から前払い又は償還等の請求

があった場合には、当該請求に係る費用が監査役の職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合

を除き、所定の手続きに従い、これに応じる。

⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ａ．社外監査役として、企業経営に精通した経験者・有識者や公認会計士等の有資格者を招聘し、代表

取締役社長や取締役等、業務を執行する者からの独立性を保持する。

ｂ．監査役は、内部監査人と緊密な連携を保ち、必要に応じて、内部監査人に調査を依頼することがで

きる。

ｃ．監査役は、代表取締役社長との定期的な会議を開催し、意見や情報交換が行える体制とする。
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⑪業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

ａ．法令遵守及び取締役の職務の執行について

　「取締役会規則」に基づき、取締役会は月１回、臨時取締役会は必要に応じて開催し、法令又は

定款に定められた事項及び重要な業務執行に関する事項について意思決定を行うとともに、取締役

の職務執行の監督を行っております。また、法令違反行為等に関する通報に対して適切な処理を行

うため、「不祥事件対応及び内部通報規程」を定め、法令違反等について、報告の出来る窓口を社

外にも設けております。

ｂ．リスク管理体制

　当社は、「リスク管理規程」に基づき、各リスクについて網羅的、体系的な管理を実施しており

ます。また、リスク情報等については、各部門責任者より取締役会に報告されております。

ｃ．子会社管理体制

　子会社の管理につきましては、当社の取締役及び監査役又は社員を、子会社の取締役又は監査役

として派遣し、業務の適正の確保を図っております。また、「関係会社管理規程」に基づき、子会

社における重要な経営情報については、適宜当社に報告されております。

ｄ．監査役の監査体制

　当社の監査役会は、社外監査役２名を含む監査役３名で構成されています。監査役会は当事業年

度において13回開催し、常勤監査役は、取締役会のほか、社内の重要な会議に出席して情報収集に

努め、取締役の職務執行が法令・定款、社内規程等に違反していないか等を検証しております。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の数値について、金額を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

仕 掛 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

の れ ん

顧 客 関 連 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,958,140

1,719,176

965,905

5,057

680

155,634

118,031

△6,345

2,318,854

201,193

81,872

119,321

1,659,909

1,283,068

355,733

21,107

457,751

40,000

256,844

159,951

7,251

△6,295

（ 負  債  の  部 ）

流 動 負 債 1,418,135

買 掛 金 237

1年内返済予定の長期借入金 10,404

未 払 金 452,913

未 払 費 用 219,412

未 払 法 人 税 等 306,925

未 払 消 費 税 等 114,639

前 受 金 255,904

そ の 他 57,699

固 定 負 債 151,984

長 期 未 払 費 用 28,901

繰 延 税 金 負 債 123,083

負 債 合 計 1,570,120

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 3,709,405

資 本 金 378,378

資 本 剰 余 金 308,028

利 益 剰 余 金 3,023,218

自 己 株 式 △219

その他の包括利益累計額 △2,530

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △184

為 替 換 算 調 整 勘 定 △2,345

純 資 産 合 計 3,706,874

資 産 合 計 5,276,995 負 債 純 資 産 合 計 5,276,995
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連 結 損 益 計 算 書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,408,873

売 上 原 価 2,285,023

売 上 総 利 益 4,123,850

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,882,775

営 業 利 益 1,241,074

営 業 外 収 益

受 取 利 息 48

為 替 差 益 189

助 成 金 収 入 6,690

そ の 他 5 6,934

営 業 外 費 用

支 払 利 息 92 92

経 常 利 益 1,247,916

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 596 596

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,247,320

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 440,557

法 人 税 等 調 整 額 △68,218 372,339

当 期 純 利 益 874,981

親会社株主に帰属する当期純利益 874,981
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連結株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 378,378 308,028 2,236,580 △73 2,922,912

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △88,342 △88,342

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 874,981 874,981

自 己 株 式 の 取 得 △146 △146

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 786,638 △146 786,492

当 期 末 残 高 378,378 308,028 3,023,218 △219 3,709,405

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計繰延ヘッジ
損　　　益

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 △886 1,274 387 2,923,300

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △88,342

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 874,981

自 己 株 式 の 取 得 △146

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 701 △3,619 △2,917 △2,917

当 期 変 動 額 合 計 701 △3,619 △2,917 783,574

当 期 末 残 高 △184 △2,345 △2,530 3,706,874
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（１）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　３社

・主要な連結子会社の名称　　　RAKUS Vietnam Co., Ltd.

ブレインメール株式会社

株式会社ラクスパートナーズ

（注）平成30年４月１日付で、ブレインメール株式会社は株式会社ラクスライトクラウドに商号を変

更しております。

・連結の範囲の変更　　　　　　ブレインメール株式会社は当連結会計年度に同社の株式を取得した

ことから連結の範囲に含めております。

株式会社ラクスパートナーズは当連結会計年度に設立したことによ

り連結の範囲に含めております。

（２）連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　新たに連結子会社となったブレインメール株式会社の決算日は１月31日でしたが、決算日を３月31日

に変更しております。

（３）会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

ａ．その他有価証券の評価基準及び評価方法

時価のないもの　　　・・・移動平均法による原価法によっております。

ｂ．デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ　　　　・・・時価法によっております。

ｃ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ．商品　　　　　　・・・先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

によっております。

ロ．仕掛品　　　　　・・・個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によ

っております。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

ａ．有形固定資産　　　　・・・定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
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建物及び構築物　　　　　　　５年

工具、器具及び備品　　　　　５年～６年

ｂ．無形固定資産　　　　・・・定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

のれん　　　　　　　　　　　８年

顧客関連資産　　　　　　　　５年

ソフトウエア（自社利用）　　５年

③重要な引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　・・・債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

④重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めて計上しております。

⑤重要なヘッジ会計の方法

ａ．ヘッジ会計の方法

　外貨建予定取引に係る為替予約については、繰延ヘッジ処理によっております。

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　　　・・・為替予約

ヘッジ対象　　　　・・・外貨建予定取引

ｃ．ヘッジ方針

　社内規程に定めた管理方針、主管部署、利用目的、実施基準に基づき、為替変動リスクをヘッジ

しております。

ｄ．ヘッジの有効性評価の方法

　外貨建予定取引に係る為替予約に関しては、重要な条件の同一性を確認し、有効性を評価してお

ります。

⑥その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　・・・消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記

  当社は、従来、有形固定資産の減価償却方法について、定率法（ただし、平成28年４月１日以降に取得し

た建物及び構築物については定額法）を採用しておりましたが、当連結会計年度より定額法に変更しており

ます。

  この変更は、固定資産の使用状況を検証し、中長期的な設備投資戦略の検討を行ったことによるものです。

  当社の有形固定資産は使用期間にわたり安定的な稼働が見込まれることから、使用可能期間にわたり均等

に費用配分を行うことが当社の有形固定資産の使用実態をより適切に反映できるとともに、収益と費用の対

応の観点からも、当社の経営成績をより適切に反映できるものと判断し、当連結会計年度より有形固定資産

の減価償却方法を定率法から定額法へ変更することにいたしました。

  また、あわせて、当連結会計年度より有形固定資産の耐用年数を、使用方法及び稼働状況等を考慮した経

済的使用可能予測期間に基づく耐用年数に変更しております。なお、これらの変更による当連結会計年度の

連結損益に与える影響は軽微であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　291,029千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数（株）

当連結会計年度増加

株式数（株）

当連結会計年度減少

株式数（株）

当連結会計年度末

株式数（株）

普通株式 22,652,000 － － 22,652,000

（２）自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数（株）

当連結会計年度増加

株式数（株）

当連結会計年度減少

株式数（株）

当連結会計年度末

株式数（株）

普通株式 64 64 － 128

 (注) 自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（３）剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等

決 議 株 式 の 種 類
配当金の総額

(千円)

１ 株 当 た り

配 当 額 ( 円 )
基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年６月23日

定 時 株 主 総 会
普 通 株 式 88,342 3.90 平成29年３月31日 平成29年６月26日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）

１ 株 当 た り

配 当 額 ( 円 )
基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年６月22日

定 時 株 主 総 会
普通株式 利益剰余金 131,380 5.80 平成30年３月31日 平成30年６月25日

 (注) 当社は、平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、上記配当金に

ついては、当該株式分割前の株式数を基準に配当を実施しております。

５．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、運転資金、設備資金については営業キャッシュ・フローで獲得した資金を投入し、不

足分について必要な資金は銀行借入によって調達する方針であります。また、資金運用については、短期

的な預金等に限定しております。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、

実需の範囲で行う方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク

　現金及び預金は、海外事業を展開していることから、外貨建て預金を保有しているため、為替の変動リ

スクに晒されております。

　営業債権である売掛金は、顧客及び回収代行業者等の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。また、一部外

貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、必要に応じて先物為替予約を利用し

てヘッジしております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為

替予約取引であります。

　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法については、「１．連

結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等(3)会計方針に関する事項⑤重要なヘッ

ジ会計の方法」に記載しております。
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③金融商品に係るリスク管理体制

a．信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、取引先ごとに債権の期日及び残高を管

理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　デリバティブ取引はデリバティブ管理規程に基づき、主要取引金融機関とのみ取引を行っておりま

す。

b．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）

　当社グループは、外貨建ての預金及び営業債権債務について、取締役会の監督の下、モニタリング

を行っております。また、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクを軽減するために、先物為替

予約取引を行っております。デリバティブ取引については、デリバティブ管理規程に則って執行・管

理されております。当該規程には、利用目的・取扱商品・決済承認手続・主管部署内での業務分掌・

報告体制等が明記されております。また、取引残高・損益状況については、取締役会に定期的に報告

しております。

c．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、管理部門が適時に資金計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持等によ

り流動性リスクを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。
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（２）金融商品の時価等に関する事項

　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注)２．参

照）。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

① 現金及び預金 1,719,176 1,719,176 －

② 売掛金 965,905

貸倒引当金(＊１) △6,345

959,560 959,560 －

　　資産計 2,678,736 2,678,736 －

 ① 未払金 452,913 452,913 －

 ② 未払法人税等 306,925 306,925 －

　　負債計 759,839 759,839 －

 デリバティブ取引(＊２) △265 △265 －

（＊１）貸倒引当金を控除しております。

（＊２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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 (注)１．金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

資産

①現金及び預金、②売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

負債

①未払金、②未払法人税等

　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

デリバティブ取引

　デリバティブ取引については取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

投資有価証券

非上場株式 40,000

  非上場株式については市場価格等がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから

時価開示の対象としておりません。

６．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額 81円82銭

（２）１株当たり当期純利益 19円31銭

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、平成30年４月１日に行いました株式の分割が当連

結会計年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。
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７．重要な後発事象に関する注記

株式分割

　当社は、平成30年３月２日開催の取締役会の決議に基づき、平成30年４月１日付で株式分割を行っており

ます。

１．株式分割の目的

　株式を分割することにより、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、当社株式の流動性の向上と

投資家層の更なる拡大を目的としております。

２．株式分割の概要

（１）分割の方法

　平成30年３月31日（土)（当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には平成30年３月30日

（金))を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式を、

１株につき２株の割合をもって分割しております。

（２）分割により増加する株式数

　①株式分割前の発行済株式総数                               22,652,000株

　②今回の分割により増加する株式数                           22,652,000株

　③株式分割後の発行済株式総数                               45,304,000株

　④株式分割後の発行可能株式総数                             80,000,000株

（３）株式分割の日程

　基準日公告日                                   平成30年３月16日（金）

　基準日                                         平成30年３月31日（土）

（当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には平成30年３月30日（金))

　効力発生日                                     平成30年４月１日（日）

（４）１株当たり情報に及ぼす影響

　これによる影響については、当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定して計算して

おり、「６．１株当たり情報に関する注記」に記載しております。
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８．その他

取得による企業結合

１．ブレインメール株式会社の株式取得

（１）企業結合の概要

①被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称   ブレインメール株式会社

事業の内容         クラウド型ソフトウエアサービスの提供

②企業結合を行った主な理由

  当社は業務効率化に貢献する複数のクラウドサービスをポートフォリオ管理することで、高い売上

高成長と、利益成長を実現しております。クラウド型メール配信システム「ブレインメール」は、当

社が提供している「配配メール」と機能面、価格面で補完関係にあります。当社のノウハウとリソー

スを投下することで、「ブレインメール」の売上の拡大と利益率の向上に加え、クラウド型メール配

信システム市場においてシェアの向上も見込まれるため、ポートフォリオに新たなクラウドサービス

を追加し、成長を更に加速させることを目的としたものであります。

③企業結合日

  平成30年２月１日

④企業結合の法的形式

  現金を対価とする株式取得

⑤結合後企業の名称

  ブレインメール株式会社

⑥取得した議決権比率

  株式取得前に所有していた議決権比率  0％

  取得後の議決権比率  100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

  現金を対価として株式を取得し、当社が議決権の100％を取得したことによるものであります。

（２）連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

  平成30年２月１日から平成30年３月31日まで
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（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 1,509,658千円

取得原価 1,509,658

（４）主要な取得関連費用の内容及び金額

  アドバイザリー費用等　　　　27,100千円

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

  1,310,367千円

②発生原因

  今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

③償却方法及び償却期間

  ８年間の定額法

（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産    90,892千円

固定資産   368,000

資産合計   458,892

流動負債   132,273

固定負債   127,328

負債合計   259,601

（７）取得原価のうちのれん以外の無形固定資産に配分された金額及び種類別の償却期間

主要な種類別の内訳 金額 償却期間

顧客関連資産 368,000千円 ５年

（８）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度に係る連結損益

計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

  当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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貸  借  対  照  表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

仕 掛 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

関 係 会 社 株 式

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

貸 倒 引 当 金

2,724,898

1,545,884

955,926

5,057

680

77,706

108,493

37,225

△6,075

2,283,583

198,570

81,593

116,976

21,107

21,107

2,063,905

40,000

50,830

1,556,758

6,295

956

159,951

255,409

△6,295

（ 負  債  の  部 ）

流 動 負 債 1,255,293

買 掛 金 237

1年内返済予定の長期借入金 10,404

未 払 金 446,182

未 払 費 用 215,792

未 払 法 人 税 等 281,129

未 払 消 費 税 等 108,413

前 受 金 135,936

預 り 金 55,441

そ の 他 1,755

固 定 負 債 28,901

長 期 未 払 費 用 28,901

負 債 合 計 1,284,194

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 3,724,471

資 本 金 378,378

資 本 剰 余 金 308,028

資 本 準 備 金 308,028

利 益 剰 余 金 3,038,284

そ の 他 利 益 剰 余 金 3,038,284

 繰 越 利 益 剰 余 金 3,038,284

自 己 株 式 △219

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △184

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △184

純 資 産 合 計 3,724,286

資 産 合 計 5,008,481 負 債 純 資 産 合 計 5,008,481
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損　益　計　算　書

(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,303,898

売 上 原 価 2,280,679

売 上 総 利 益 4,023,219

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,775,553

営 業 利 益 1,247,666

営 業 外 収 益

受 取 利 息 47

為 替 差 益 124

助 成 金 収 入 6,690

そ の 他 0 6,862

営 業 外 費 用

支 払 利 息 92 92

経 常 利 益 1,254,436

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 596 596

税 引 前 当 期 純 利 益 1,253,839

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 414,761

法 人 税 等 調 整 額 △55,386 359,375

当 期 純 利 益 894,464
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株主資本等変動計算書

(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
資 本 準 備 金

そ の 他 利 益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 378,378 308,028 2,232,162 △73 2,918,495

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △88,342 △88,342

当 期 純 利 益 894,464 894,464

自 己 株 式 の 取 得 △146 △146

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 806,122 △146 805,975

当 期 末 残 高 378,378 308,028 3,038,284 △219 3,724,471

評価･換算
差 額 等

純資産合計
繰延ヘッジ
損　　　益

当 期 首 残 高 △886 2,917,608

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △88,342

当 期 純 利 益 894,464

自 己 株 式 の 取 得 △146

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 701 701

当 期 変 動 額 合 計 701 806,677

当 期 末 残 高 △184 3,724,286
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

①関係会社株式及び

関係会社出資金      ・・・移動平均法による原価法によっております。

②その他有価証券

時価のないもの　　　・・・移動平均法による原価法によっております。

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ　　　　　・・・時価法によっております。

（３）たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品　　　　　　　　　・・・先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

よっております。

仕掛品　　　　　　　　・・・個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっ

ております。

（４）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産        ・・・定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物                ５年

工具、器具及び備品  ５年～６年

②無形固定資産        ・・・定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

（５）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。
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（６）引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

（７）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　外貨建予定取引に係る為替予約については、繰延ヘッジ処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段        ・・・為替予約

ヘッジ対象        ・・・外貨建予定取引

③ヘッジ方針

　社内規程に定めた管理方針、主管部署、利用目的、実施基準に基づき、為替変動リスクをヘッジ

しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　外貨建予定取引に係る為替予約に関しては、重要な条件の同一性を確認し、有効性を評価してお

ります。

（８）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理    ・・・消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

  当社は、従来、有形固定資産の減価償却方法について、定率法（ただし、平成28年４月１日以降に取得し

た建物については定額法）を採用しておりましたが、当事業年度より定額法に変更しております。

  この変更は、固定資産の使用状況を検証し、中長期的な設備投資戦略の検討を行ったことによるものです。

  当社の有形固定資産は使用期間にわたり安定的な稼働が見込まれることから、使用可能期間にわたり均等

に費用配分を行うことが当社の有形固定資産の使用実態をより適切に反映できるとともに、収益と費用の対

応の観点からも、当社の経営成績をより適切に反映できるものと判断し、当事業年度より有形固定資産の減

価償却方法を定率法から定額法へ変更することにいたしました。

  また、あわせて、当事業年度より有形固定資産の耐用年数を、使用方法及び稼働状況等を考慮した経済的

使用可能予測期間に基づく耐用年数に変更しております。なお、これらの変更による当事業年度の損益に与

える影響は軽微であります。
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３．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 276,127千円

（２）関係会社に対する金銭債務

    短期金銭債権                                       27,416千円

    短期金銭債務 6,854千円

（３）取締役に対する金銭債務

    短期金銭債務 5,655千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引高 102,765千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

株式数（株）

当事業年度増加

株式数（株）

当事業年度減少

株式数（株）

当事業年度末

株式数（株）

普通株式 64 64 － 128

 (注) 自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 繰延税金資産

 未払賞与 55,163千円

 未払法定福利費 7,962千円

 貸倒引当金 3,788千円

 減価償却費超過額 141,796千円

 未払事業税 16,007千円

 その他 43,726千円

 繰延税金資産合計 268,444千円

 繰延税金資産の純額 268,444千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

開示対象となる関連当事者情報はありません。

８．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額 82円21銭

（２）１株当たり当期純利益 19円74銭

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、平成30年４月１日に行いました株式の分割が当事業

年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。
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９．重要な後発事象に関する注記

（株式分割）

　当社は、平成30年３月２日開催の取締役会の決議に基づき、平成30年４月１日付で株式分割を行っており

ます。

１．株式分割の目的

　株式を分割することにより、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、当社株式の流動性の向上

と投資家層の更なる拡大を目的としております。

２．株式分割の概要

（１）分割の方法

　平成30年３月31日（土)（当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には平成30年３月30日

（金))を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式を、

１株につき２株の割合をもって分割しております。

（２）分割により増加する株式数

　①株式分割前の発行済株式総数                               22,652,000株

　②今回の分割により増加する株式数                           22,652,000株

　③株式分割後の発行済株式総数                               45,304,000株

　④株式分割後の発行可能株式総数                             80,000,000株

（３）株式分割の日程

　基準日公告日                                   平成30年３月16日（金）

　基準日                                         平成30年３月31日（土）

（当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には平成30年３月30日（金))

　効力発生日                                     平成30年４月１日（日）

（４）１株当たり情報に及ぼす影響

　これによる影響については、当該株式分割が当事業年度の期首に行われたと仮定して計算してお

り、「８．１株当たり情報に関する注記」に記載しております。
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（吸収分割契約）

　当社は、平成30年２月14日開催の取締役会において、当社のＸｃａｒｔ、Ｘｆｏｒｍ、レンタルサーバー

の各事業を会社分割（簡易・略式吸収分割）し、連結子会社であるブレインメール株式会社（以下、ブレイ

ンメール）に承継することを決議し、平成30年４月１日に実施いたしました。

１．取引の概要

①対象となった事業の名称及びその事業の内容

　当社のレンタルサーバ事業

②企業結合日

　平成30年４月１日

③企業結合の法的形式

　当社を分割会社とし、ブレインメール（当社の連結子会社）を承継会社とする吸収分割（簡易・略式

吸収分割）です。

④結合後企業の名称

　ブレインメール株式会社

　なお、同日付で「ブレインメール株式会社」から「株式会社ラクスライトクラウド」に商号を変更し

ております。

⑤その他取引の概要に関する事項（取引の目的を含む）

　平成30年２月１日付で子会社化いたしましたブレインメールに、当社の開発運用をはじめとした、様々

なノウハウを注入する目的に加え、商流が近しい商材をまとめて管理運営することで当社グループの経

営効率化をはかり、持続的な成長を目指してまいります。

２．実施する企業会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）に基づき共通支配下の取引として会計処理する予

定であります。
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（吸収分割契約）

　当社は、平成30年４月13日開催の取締役会において、当社のIT人材事業を会社分割（簡易・略式吸収分割）

し、連結子会社である株式会社ラクスパートナーズ（以下、分割準備会社）に承継することを決議いたしま

した。

１．取引の概要

①対象となった事業の名称及びその事業の内容

　当社のIT人材事業

②企業結合日

　平成30年７月１日

③企業結合の法的形式

　当社を分割会社とし、分割準備会社（当社の連結子会社）を承継会社とする吸収分割（簡易・略式吸

収分割）です。

④結合後企業の名称

　株式会社ラクスパートナーズ

⑤その他取引の概要に関する事項（取引の目的を含む）

　当社が行っているクラウド事業とIT人材事業ではビジネスモデルが違うため、これまで人事制度等を

細かく設計することで対応してまいりましたが、平成30年２月14日に「子会社設立に関するお知らせ」

を公表し、IT人材事業を会社分割することを目的として分割準備会社を設立いたしました。それぞれの

事業に適した運営を行い、迅速で適切な意思決定を行える体制に移行し、当社グループの持続的な成長

を目指してまいります。

２．実施する企業会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）に基づき共通支配下の取引として会計処理する予

定であります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

（注）本計算書類中の記載金額は、表示単位未満の数値について、金額を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月16日

株式会社ラクス

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 西 田 順 一 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 花 谷 徳 雄 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ラクスの平成29年４月１日から平成30年３月31日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を
策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、
当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制
を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社ラクス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月16日

株式会社ラクス

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 西 田 順 一 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 花 谷 徳 雄 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ラクスの平成29年４月１日から平成30年３月
31日までの第18期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細

書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明
細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附
属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討す
ることが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第18期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監
査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ

か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査

部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社
及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及
び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適
正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基
準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(１）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業

報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(３）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月16日

　　　　　　　　　　　　　株式会社ラクス　監査役会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常勤監査役　　　野島俊宏　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社外監査役　　　松岡宏治　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社外監査役　　　阿部夏朗　　㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基本としなが

ら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

（１）配当財産の種類

金銭といたします。

（２）株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金５円80銭といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は131,380,857円となります。

（３）剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年６月25日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役４名選任の件

　取締役５名全員が本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、現取締役の当社子会社

である株式会社ラクスライトクラウド代表取締役就任により、１名減員し、取締役４名の選任をお願いす

るものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候 補 者

番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社

の 株 式 数

１

なか

中
 

　
むら

村
 

　
たか

崇
 

　
のり

則

（昭和48年１月27日）

平成12年11月　当社設立

平成12年11月　当社代表取締役社長（現任）

平成26年５月　RAKUS Vietnam Co., Ltd. Chairman

（現任）

平成28年10月　株式会社アール・アンド・エー・シー

　　　　　　　取締役（現任）

平成30年２月　ブレインメール株式会社

　　　　　　　（現株式会社ラクスライトクラウド）

　　　　　　　取締役（現任）

平成30年３月　株式会社ラクスパートナーズ

　　　　　　　取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

RAKUS Vietnam Co., Ltd. Chairman

株式会社ラクスライトクラウド　取締役

株式会社ラクスパートナーズ　取締役

株式会社アール・アンド・エー・シー　取締役

8,156,500株

２

いの

井
 

　
うえ

上
 

　
ひで

英
 

　
ゆき

輔

（昭和47年９月15日）

平成15年９月　当社入社

平成17年６月　当社取締役

平成23年４月　当社取締役クラウド事業本部長（現任）

平成26年５月　RAKUS Vietnam Co., Ltd. Director

（現任）

（重要な兼職の状況）

RAKUS Vietnam Co., Ltd. Director

1,130,000株

３

まつ

松
 

　
しま

嶋
 

　
よし

祥
 

　
ふみ

文

（昭和48年８月17日）

平成12年11月　当社設立

平成12年11月　当社取締役

平成27年２月　当社取締役戦略企画部長

平成28年４月　当社取締役経営戦略本部長（現任）

1,480,000株
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候 補 者

番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社

の 株 式 数

４

おぎ

荻
 

　
た

田
 

　
けん

健
 

　
じ

治

（昭和33年７月６日）

平成27年２月　当社社外取締役（現任）

平成28年４月　アンテロープ合同会社

代表社員（現任）

（重要な兼職の状況）

アンテロープ合同会社　代表社員

8,000株

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．荻田健治氏は、社外取締役候補者であります。

３．荻田健治氏を社外取締役候補者とした理由は、他社における経営者としての豊富な経験と高い見識

に基づき、従来の枠組みにとらわれることのない視点から、当社の経営の監督と経営全般の助言を

していただけるものと判断したためであります。

４．荻田健治氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終

結の時をもって３年４ヵ月となります。

５．当社は、荻田健治氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額として

おり、同氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

６．当社は、荻田健治氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て

おります。

７．当社は、平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を実施しております。上

記「所有する当社の株式の数」は、当該株式分割前の株式数を記載しております。

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：大阪市北区梅田三丁目４番５号

毎日インテシオ４階　Ｄ会議室

TEL 06－6346－3640

Ｎ

大阪
中央病院

毎日新聞
ビル

ザ・リッツ・
カールトン大阪

ハービス
OSAKA

ヒルトン
大阪

新阪急
ビル

阪急
百貨店

ヨドバシ
カメラ

曽根崎
警察署

大阪中央
郵便局

ホテル
モントレ大阪

モード
学園

ハートン
ホテル西梅田

明治安田
生命ビル

梅田
ダイビル

空港バス乗り場

駅前第一ビル

駅前第二ビル

駅前第三ビル

駅前第四ビル

御
堂
筋

四
つ

橋
筋

大
和
ハ
ウ
ス

ＪＲ大阪駅

大丸梅田店

LUCUA 1100

阪急梅田駅

桜橋口

梅三小路

中央南口

地下通路（ガーデンアベニュー）

阪神百貨店

地
下

鉄
四

つ
橋

線
西

梅
田

駅

ハービスＥＮＴ

ブリーゼ
ブリーゼ

国道２号線

JR東西線

ＪＲ北新地駅

地
下
鉄
谷
町
線
東
梅
田
駅

地
下
鉄
御
堂
筋
線
梅
田
駅

阪神梅田駅

阪
神
高
速
道
路

毎日インテシオ ４階

交通　ＪＲ大阪駅（桜橋口）　　　徒歩約８分

阪神梅田駅　　　　　　　　徒歩約８分

ＪＲ東西線　北新地駅　　　徒歩約９分

地下鉄四つ橋線　西梅田駅　徒歩約８分

地下鉄御堂筋線　梅田駅　　徒歩約11分

地下鉄谷町線　東梅田駅　　徒歩約12分

阪急梅田駅　　　　　　　　徒歩約18分

※当社として専用の駐車場はご用意しておりませんので、ご了承願います。

地図


